
 

 

 
 
 
 
 
 

南海電気鉄道株式会社における 

運賃改定申請について 

 

（運輸審議会ご説明資料） 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１１月１日 

鉄 道 局 

 

 

 



 

 

目 次 
                            （頁） 

１．運賃改定申請について  

〇運賃改定申請の概要 2 

〇運賃改定申請内容について 5 

〇収入原価総括表 12 

〇収入原価（平年度内訳） 13 

〇鉄道事業収支の実績及び推定 14 

〇運賃収入内訳 14 

○需要見通し 15 

○設備投資実績と計画 16 

○利用者サービスの向上策 17 

○他社運賃との比較 20 

 

２．会社の概要等について  

１．会社概要 26 

２．輸送人員、運賃収入の推移 26 

３．経常損益等の推移（単体） 27 

〇南海電気鉄道の路線図 28 

 

３．南海電気鉄道の事業計画等について  

○南海電気鉄道の事業計画等について 30 

  

                                
 
 
 
 
 
 

  



 

1 
 

１．運賃改定申請について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

2 
 

 〇運賃改定申請の概要 
 

１．背 景 

◆南海電気鉄道では、これまで沿線の定住人口・交流人口の増加に

よる地域活性化を目的として、宅地開発や地域と協働した観光振

興、グループをあげた旅客誘致等、様々な取り組みを行ってきた。 

 また、平成２０年代からのインバウンド旅客の増加を契機とし

て受入基盤の整備にも取り組んできた。 

◆しかし、沿線の生産年齢人口は、前回運賃改定（消費税増税に伴

う運賃改定を除く）を行った平成７年をピークに減少を続け、令

和２年には同年との比較で約２３％減少しており、この傾向は今

後も継続し、令和２２年にはさらに２０％以上減少すると予測さ

れている。また、輸送人員についても、昭和６０年頃から減少傾

向が続いており、令和２年度以降は新型コロナウイルス感染拡大

の影響を受け、令和３年度には、輸送人員がピークであった昭和

５８年度の３.２億人から１.８億人に、運賃収入も平成８年度の

６６５億円から３７９億円にといずれも４割以上落ち込んでいる。 

◆このような状況下にあっても、利用者の安全安心を確保するため、

施設の耐震補強や踏切の安全性向上を含む安全対策に取りくむと

ともに、バリアフリー対策、駅トイレリニューアル、車両更新など

サービス向上にも取り組み、コロナ前の３か年（平成２９年度～令

和元年度）は年平均１２６億円の設備投資を行ってきたが、新型コ

ロナウイルスの感染が拡大した令和２年～３年度は年平均８９億

円とコロナ前より大幅に削減せざるを得ない状況となった。 

◆同社では前回運賃改定以降も支線でのワンマン運転導入や一部路

線の廃止・事業譲渡、ご利用者数の少ない駅・時間帯の要員配置の

見直しなどに加え、希望退職の実施なども行い、事業の効率化、生

産性向上に継続して取り組み、令和３年度の従業員数は平成７年

度と比べ約１,０００人、人件費は約９９億円減少している。また

新型コロナウイルスの感染拡大以降も特急ラピートの一部運休や

最終列車の運転時刻繰り上げ、これに伴う夜間の保守作業の効率

化を行うとともに安全に支障しない水準での設備投資の抑制や修

繕費など経費の削減、役員および管理職の報酬減額や管理職を対
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象とする希望退職の募集、従業員給与の見直しも実施したほか、事

業構造改革として組織の統廃合によるスリム化、外部のコンサル

タントを活用した外注費、委託費の一層の削減も実施してきた。 

◆しかしながら新型コロナウイルスの感染拡大によってテレワーク

やオンライン授業、ｅコマースの普及等「新たな行動様式」の定着

が進み、鉄道の利用機会の減少や長期化するコロナ禍によるイン

バウンド旅客の回復見通しの遅れ等、鉄道の利用者数は今後もコ

ロナ前のレベルへの回復は見込めないと想定しており、これまで

のように経営努力だけで補うことができない状況となっている。 

◆このように今後も鉄道需要増を見込みがたい中、公共交通事業と

して“安全・安心・信頼”を大前提としたサステナブルな鉄道輸

送を実現していくためには、車両、駅、踏切など多岐にわたる諸

設備に対して基本的な性能を充足するだけでなくバリアフリーや

環境対策、利便性、防犯など社会変化に応じた質を高める取組と

効率性を追求し、コロナ前の投資水準を継続的に実施していく必

要があり、同社の最大限の経営努力の継続を前提として運賃改定

を申請するものである。 
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２．申請の内容 

 （１）実施予定時期    令和５年１０月１日 

 

（２）改 定 率    上限運賃平均１０．０％ 

 

（３）初 乗 り 運 賃    上限運賃１８０円（現行１６０円） 

 

（４）定期旅客運賃割引率    通勤３７．０％（現行３８．８％） 

              通学８０．２％（現行７９．１％） 

 

（５）改定率・増収率一覧 

      

 
上 限 運 賃 

改 定 率 増 収 率 

定 期 外  ９．０％ ７．８％ 

定 期 

通 勤 １２．３％ １２．０％ 

通 学   ４．５％   ４．１％ 

計 １１．４％ １１．１％ 

合計 １０．０％ ９．３％ 
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〇運賃改定申請内容について 
 

１．改定の考え方 

◯普通旅客運賃 

 ・初乗り（１～３km）運賃については２０円、４～１５km を３

０円、１６km 以上については４０円の値上げとした。 

   コロナ前（令和元年度）における平均乗車キロが１６．２

㎞であることから、この区間を含む区間から上げ幅を４０円

で統一し、長距離帯の負担軽減を図る。 

    

◯定期旅客運賃 

 （通勤定期） 

 ・普通旅客運賃に合わせて改定するとともに割引率を１．８Ｐ

（３８．８％⇒３７．０％）引き下げた。 

    普通旅客運賃に合わせて長距離帯の負担軽減を図るととも

に、通勤定期の利用の回復が限定的であることを踏まえて割

引率を見直す。 

 

 （通学定期） 

 ・普通旅客運賃に合わせて改定するとともに割引率を１．１Ｐ

（７９．１％⇒８０．２％）引き上げた。 

   普通旅客運賃に合わせて長距離帯の負担軽減を図るととも

に、家計への負担に配慮し、現行割引率による値上げ額の半

額程度に値上げ額を抑制する。 

 

◯改定率 

 ・普通旅客運賃： ９．０％ 

 ・定期旅客運賃：１１．４％ 

      通勤：１２．３％（割引率３７．０％） 

      通学： ４．５％（割引率８０．２％） 

 ・全    体：１０．０％ 
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２．申請内容 

①普通旅客運賃（大人）         （単位：キロ、円） 

キロ程 現行 
申請 

上限運賃 
差額 改定率 

１～３ １６０ １８０ ２０ １２．５％ 

４～７ ２１０ ２４０ ３０ １４．３％ 

８～１１ ２６０ ２９０ ３０ １１．５％ 

１２～１５ ３４０ ３７０ ３０ ８．８％ 

１６～１９ ３８０ ４２０ ４０ １０．５％ 

２０～２３ ４５０ ４９０ ４０ ８．９％ 

２４～２７ ５００ ５４０ ４０ ８．０％ 

２８～３１ ５７０ ６１０ ４０ ７．０％ 

３２～３５ ６１０ ６５０ ４０ ６．６％ 

３６～３９ ６５０ ６９０ ４０ ６．２％ 

４０～４４ ７００ ７４０ ４０ ５．７％ 

４５～４９ ７５０ ７９０ ４０ ５．３％ 

５０～５４ ８１０ ８５０ ４０ ４．９％ 

５５～５９ ８４０ ８８０ ４０ ４．８％ 

６０～６４ ８９０ ９３０ ４０ ４．５％ 

６５～６９ ９３０ ９７０ ４０ ４．３％ 

７０～７４ ９７０ １,０１０ ４０ ４．１％ 

７５～８０ １,０２０ １,０６０ ４０ ３．９％ 

８１～８６ １,０５０ １,０９０ ４０ ３．８％ 

８７～９２ １,１００ １,１４０ ４０ ３．６％ 

９３～９８ １,１５０ １,１９０ ４０ ３．５％ 

９９～１０４ １,１９０ １,２３０ ４０ ３．４％ 

１０５～１１０ １,２４０ １,２８０ ４０ ３．２％ 

１１１～１１６ １,２８０ １,３２０ ４０ ３．１％ 

１１７～１２２ １,３２０ １,３６０ ４０ ３．０％ 

１２３～１２８ １,３６０ １,４００ ４０ ２．９％ 

鋼索線の運賃および空港線の加算運賃は、変更しない。 
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②通勤定期旅客運賃（大人１か月）     （単位：キロ、円） 

キロ程 現行運賃 申請上限運賃 差額 改定率 

１ ４,３８０ ５,１００ ７２０ １６．４％ 

２ ５,１２０ ５,９８０ ８６０ １６．８％ 

３ ５,８８０ ６,８６０ ９８０ １６．７％ 

４ ６,５７０ ７,７４０ １,１７０ １７．８％ 

５ ７,２６０ ８,５１０ １,２５０ １７．２％ 

６ ７,９５０ ９,２８０ １,３３０ １６．７％ 

７ ８,６００ １０,０５０ １,４５０ １６．９％ 

８ ９,２４０ １０,７１０ １,４７０ １５．９％ 

９ ９,８８０ １１,３７０ １,４９０ １５．１％ 

１０ １０,５２０ １２,０３０ １,５１０ １４．４％ 

１１ １１,１５０ １２,６９０ １,５４０ １３．８％ 

１２ １１,７９０ １３,３２０ １,５３０ １３．０％ 

１３ １２,４００ １３,９５０ １,５５０ １２．５％ 

１４ １２,９８０ １４,５８０ １,６００ １２．３％ 

１５ １３,５７０ １５,２１０ １,６４０ １２．１％ 

１６ １４,１００ １５,８４０ １,７４０ １２．３％ 

１７ １４,６４０ １６,４７０ １,８３０ １２．５％ 

１８ １５,１７０ １７,１００ １,９３０ １２．７％ 

１９ １５,７１０ １７,７３０ ２,０２０ １２．９％ 

２０ １６,２４０ １８,２５０ ２,０１０ １２．４％ 

２１ １６,７６０ １８,７７０ ２,０１０ １２．０％ 

２２ １７,２４０ １９,２９０ ２,０５０ １１．９％ 

２３ １７,７２０ １９,８１０ ２,０９０ １１．８％ 

２４ １８,２１０ ２０,２７０ ２,０６０ １１．３％ 

２５ １８,６９０ ２０,７３０ ２,０４０ １０．９％ 

２６ １９,１２０ ２１,１９０ ２,０７０ １０．８％ 

２７ １９,５５０ ２１,６５０ ２,１００ １０．７％ 

２８ １９,９６０ ２２,０３０ ２,０７０ １０．４％ 

２９ ２０,３４０ ２２,４１０ ２,０７０ １０．２％ 

３０ ２０,７３０ ２２,７９０ ２,０６０ ９．９％ 
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３１ ２１,０９０ ２３,１７０ ２,０８０ ９．９％ 

３２ ２１,４１０ ２３,４９０ ２,０８０ ９．７％ 

３３ ２１,７４０ ２３,８１０ ２,０７０ ９．５％ 

３４ ２２,０５０ ２４,１３０ ２,０８０ ９．４％ 

３５ ２２,３３０ ２４,３８０ ２,０５０ ９．２％ 

３６ ２２,５９０ ２４,６３０ ２,０４０ ９．０％ 

３７ ２２,７９０ ２４,８８０ ２,０９０ ９．２％ 

３８ ２３,０２０ ２５,１３０ ２,１１０ ９．２％ 

３９ ２３,２２０ ２５,２９０ ２,０７０ ８．９％ 

４０ ２３,４００ ２５,４５０ ２,０５０ ８．８％ 

４１ ２３,５５０ ２５,６１０ ２,０６０ ８．７％ 

４２ ２３,６８０ ２５,７７０ ２,０９０ ８．８％ 

４３ ２３,８００ ２５,９３０ ２,１３０ ８．９％ 

４４ ２３,９４０ ２６,０９０ ２,１５０ ９．０％ 

４５ ２４,０７０ ２６,２００ ２,１３０ ８．８％ 

４６ ２４,１９０ ２６,３１０ ２,１２０ ８．８％ 

４７ ２４,３１０ ２６,４２０ ２,１１０ ８．７％ 

４８ ２４,４２０ ２６,５３０ ２,１１０ ８．６％ 

４９ ２４,５４０ ２６,６４０ ２,１００ ８．６％ 

５０ ２４,６４０ ２６,７５０ ２,１１０ ８．６％ 

５１ ２４,７４０ ２６,８６０ ２,１２０ ８．６％ 

５２ ２４,８５０ ２６,９７０ ２,１２０ ８．５％ 

５３ ２４,９５０ ２７,０８０ ２,１３０ ８．５％ 

５４ ２５,０７０ ２７,１９０ ２,１２０ ８．５％ 

５５ ２５,１８０ ２７,３００ ２,１２０ ８．４％ 

５６ ２５,２８０ ２７,４１０ ２,１３０ ８．４％ 

５７ ２５,３８０ ２７,５２０ ２,１４０ ８．４％ 

５８ ２５,４９０ ２７,６３０ ２,１４０ ８．４％ 

５９ ２５,６１０ ２７,７４０ ２,１３０ ８．３％ 

６０ ２５,７１０ ２７,８５０ ２,１４０ ８．３％ 

６１ ２５,８１０ ２７,９６０ ２,１５０ ８．３％ 

６２ ２５,９２０ ２８,０７０ ２,１５０ ８．３％ 

６３ ２６,０２０ ２８,１８０ ２,１６０ ８．３％ 
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６４ ２６,１４０ ２８,２９０ ２,１５０ ８．２％ 

６５ ２６,２５０ ２８,４００ ２,１５０ ８．２％ 

６６ ２６,３５０ ２８,５１０ ２,１６０ ８．２％ 

６７ ２６,４５０ ２８,６２０ ２,１７０ ８．２％ 

６８ ２６,５５０ ２８,７３０ ２,１８０ ８．２％ 

６９ ２６,６６０ ２８,８４０ ２,１８０ ８．２％ 

７０ ２６,７８０ ２８,９５０ ２,１７０ ８．１％ 

７１～７５ ２６,８８０ ２９,０６０ ２,１８０ ８．１％ 

７６～８０ ２６,９９０ ２９,１６０ ２,１７０ ８．０％ 

８１～８５ ２７,０９０ ２９,２６０ ２,１７０ ８．０％ 

８６～９０ ２７,１９０ ２９,３６０ ２,１７０ ８．０％ 

９１～９５ ２７,３１０ ２９,４６０ ２,１５０ ７．９％ 

９６～１００ ２７,４２０ ２９,５６０ ２,１４０ ７．８％ 

鋼索線の運賃および空港線の加算運賃は、変更しない。 
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③通学定期旅客運賃（大人１か月）     （単位：キロ、円） 

キロ程 現行運賃 申請上限運賃 差額 改定率 

１ １,４６０ １,５５０ ９０ ６．２％ 

２ １,８８０ ２,０００ １２０ ６．４％ 

３ ２,３１０ ２,４５０ １４０ ６．１％ 

４ ２,６９０ ２,８７０ １８０ ６．７％ 

５ ３,０８０ ３,２９０ ２１０ ６．８％ 

６ ３,４００ ３,６４０ ２４０ ７．１％ 

７ ３,７３０ ３,９９０ ２６０ ７．０％ 

８ ３,９９０ ４,２５０ ２６０ ６．５％ 

９ ４,２７０ ４,５１０ ２４０ ５．６％ 

１０ ４,５２０ ４,７７０ ２５０ ５．５％ 

１１ ４,７５０ ５,０３０ ２８０ ５．９％ 

１２ ４,９６０ ５,１９０ ２３０ ４．６％ 

１３ ５,１１０ ５,３５０ ２４０ ４．７％ 

１４ ５,２８０ ５,５１０ ２３０ ４．４％ 

１５ ５,３９０ ５,６４０ ２５０ ４．６％ 

１６ ５,４９０ ５,７７０ ２８０ ５．１％ 

１７ ５,５９０ ５,９００ ３１０ ５．５％ 

１８ ５,６４０ ５,９５０ ３１０ ５．５％ 

１９ ５,７００ ６,０００ ３００ ５．３％ 

２０ ５,７５０ ６,０３０ ２８０ ４．９％ 

２１ ５,８２０ ６,０６０ ２４０ ４．１％ 

２２ ５,８５０ ６,０９０ ２４０ ４．１％ 

２３ ５,８８０ ６,１２０ ２４０ ４．１％ 

２４ ５,９１０ ６,１５０ ２４０ ４．１％ 

２５ ５,９４０ ６,１８０ ２４０ ４．０％ 

２６ ５,９７０ ６,２１０ ２４０ ４．０％ 

２７ ６,０００ ６,２３０ ２３０ ３．８％ 

２８ ６,０３０ ６,２５０ ２２０ ３．６％ 

２９ ６,０７０ ６,２７０ ２００ ３．３％ 

３０ ６,０９０ ６,２９０ ２００ ３．３％ 
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３１ ６,１１０ ６,３１０ ２００ ３．３％ 

３２ ６,１３０ ６,３３０ ２００ ３．３％ 

３３ ６,１５０ ６,３５０ ２００ ３．３％ 

３４ ６,１７０ ６,３７０ ２００ ３．２％ 

３５ ６,１９０ ６,３９０ ２００ ３．２％ 

３６ ６,２１０ ６,４１０ ２００ ３．２％ 

３７ ６,２３０ ６,４３０ ２００ ３．２％ 

３８ ６,２５０ ６,４５０ ２００ ３．２％ 

３９ ６,２７０ ６,４７０ ２００ ３．２％ 

４０ ６,２９０ ６,４９０ ２００ ３．２％ 

４１ ６,３３０ ６,５１０ １８０ ２．８％ 

４２ ６,３５０ ６,５３０ １８０ ２．８％ 

４３ ６,３７０ ６,５５０ １８０ ２．８％ 

４４ ６,３９０ ６,５７０ １８０ ２．８％ 

４５ ６,４１０ ６,５７０ １６０ ２．５％ 

４６～４７ ６,４４０ ６,５９０ １５０ ２．３％ 

４８～４９ ６,４６０ ６,６１０ １５０ ２．３％ 

５０～５１ ６,４８０ ６,６３０ １５０ ２．３％ 

５２～５３ ６,５００ ６,６５０ １５０ ２．３％ 

５４～５５ ６,５２０ ６,６７０ １５０ ２．３％ 

５６～５７ ６,５４０ ６,６９０ １５０ ２．３％ 

５８～５９ ６,５６０ ６,７１０ １５０ ２．３％ 

６０～６１ ６,５８０ ６,７３０ １５０ ２．３％ 

６２～６３ ６,６００ ６,７５０ １５０ ２．３％ 

６４～６５ ６,６２０ ６,７７０ １５０ ２．３％ 

６６～７０ ６,６４０ ６,７９０ １５０ ２．３％ 

７１～７５ ６,６６０ ６,８１０ １５０ ２．３％ 

７６～８０ ６,６８０ ６,８２０ １４０ ２．１％ 

８１～８５ ６,７００ ６,８３０ １３０ １．９％ 

８６～９０ ６,７２０ ６,８４０ １２０ １．８％ 

９１～９５ ６,７４０ ６,８５０ １１０ １．６％ 

９６～１００ ６,７６０ ６,８６０ １００ １．５％ 

鋼索線の運賃および空港線の加算運賃は、変更しない。 
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〇収入原価総括表 
（単位：百万円） 

科目 

令和 

元年度 

（実績） 

令和 

３年度 

（実績） 

令和 

４年度 

（推計） 

令和 

５年度 

（推計） 

平年度３年間合計 

（令和６～８年度） 

（推計） 

増収額 

c 

 

b-a 

増収率 

ｄ 

 

c÷a 

×100 
現行 

a 

申請 

b 

収

入 

旅客運賃収入 55,102 37,905 43,278 47,940 140,572 153,579 13,007 9.3% 

定期外 32,567 19,430 22,875 26,231 77,318 83,316 5,998 7.8% 

定 期 22,534 18,475 20,403 21,709 63,254 70,263 7,009 11.1% 

特別急行料金等 2,347 1,061 1,944 2,155 6,459 6,459 － － 

運輸雑収等 2,773 2,450 2,544 2,544 7,633 7,633 － － 

小 計 60,222 41,416 47,766 52,639 154,664 167,670 13,006 8.4% 

雑収入 65 290 175 175 524 524 － － 

合 計 60,287 41,706 47,941 52,814 155,188 168,194 13,006 8.4% 

原 

 

価 

適正コスト 25,452 19,988 26,056 26,752 82,910 82,910 － － 

駅共同使用料等に 

係る人件費、経費 
130 108 118 118 354 354 － － 

特急料金等に係る 

人件費、経費 
2,600 2,267 2,768 2,810 8,538 8,538 － － 

販売手数料等に 

係る減価償却費等 
2,129 1,520 1,624 1,982 6,195 6,195 － － 

動力費 2,742 2,558 2,619 2,632 8,298 8,298 － － 

賃借料 131 128 130 130 391 391 － － 

固定資産除却費 615 463 549 520 1,970 1,970 － － 

諸税 2,529 2,356 2,449 2,494 7,517 7,517 － － 

減価償却費 12,043 12,139 12,002 12,118 37,074 37,074 － － 

小 計 48,372 41,528 48,315 49,556 153,246 153,246 － － 

雑支出 39 38 38 38 114 114 － － 

法人税等 1,188 1,188 1,188 1,188 3,565 3,565 － － 

事業報酬 7,800 7,558 7,510 7,459 22,314 22,314 － － 

合 計 57,400 50,312 57,051 58,241 179,239 179,239 － － 

差 引 損 益 2,888 -8,606 -9,110 -5,427 -24,052 -11,045 13,007 － 

収 支 率 105.0% 82.9% 84.0% 90.7% 86.6% 93.8% － － 
※端数処理のため、各項目の計と合計が一致しない場合がある 
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〇収入原価（平年度内訳） 
（単位：百万円） 

科目 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

現行 申請 現行 申請 現行 申請 

収 

 

入 

旅客運賃収入 46,473 50,773 47,214 51,578 46,884 51,228 

定期外 25,533 27,514 26,114 28,140 25,670 27,661 

定 期 20,940 23,258 21,100 23,438 21,215 23,567 

特別急行料金等 2,170 2,170 2,198 2,198 2,091 2,091 

運輸雑収等 2,544 2,544 2,544 2,544 2,544 2,544 

小 計 51,188 55,487 51,956 56,320 51,520 55,863 

雑収入 175 175 175 175 175 175 

合 計 51,362 55,662 52,131 56,495 51,694 56,038 

原 

 

価 

適正コスト 27,019 27,019 27,887 27,887 28,004 28,004 

駅共同使用料等に 

係る人件費、経費 
118 118 118 118 118 118 

特急料金等に係る 

人件費、経費 
2,819 2,819 2,878 2,878 2,841 2,841 

販売手数料等に 

係る減価償却費等 
1,909 1,909 1,993 1,993 2,293 2,293 

動力費 2,656 2,656 2,805 2,805 2,836 2,836 

賃借料 130 130 130 130 130 130 

固定資産除却費 648 648 665 665 657 657 

諸税 2,497 2,497 2,503 2,503 2,517 2,517 

減価償却費 12,260 12,260 12,014 12,014 12,800 12,800 

小 計 50,057 50,057 50,994 50,994 52,196 52,196 

雑支出 38 38 38 38 38 38 

法人税等 1,188 1,188 1,188 1,188 1,188 1,188 

事業報酬 7,430 7,430 7,440 7,440 7,444 7,444 

合 計 58,714 58,714 59,660 59,660 60,866 60,866 

差 引 損 益 -7,351 -3,052 -7,529 -3,165 -9,171 -4,828 
収 支 率 87.5% 94.8% 87.4% 94.7% 84.9% 92.1% 

※端数処理のため、各項目の計と合計が一致しない場合がある 
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〇鉄道事業収支の実績及び推定 
 

（単位：百万円） 

項目 
令和３年度 

（実績） 

令和６～８年度（３年間平均） 

現行 申請 

収入 41,706 51,729 56,065 

原価 50,312 59,746 59,746 

差引損益 -8,606 -8,017 -3,682 

収支率 82.9% 86.6% 93.8% 

※端数処理のため、各項目の計と合計が一致しない場合がある 

 

〇運賃収入内訳 
 

（単位：百万円） 

項目 
令和３年度 

（実績） 

令和６～８年度（３年間平均） 

現行 申請 

定期外 19,430 25,773 27,772 

定期 18,475 21,085 23,421 

合計 37,905 46,857 51,193 

 ※端数処理のため、各項目の計と合計が一致しない場合がある 
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○需要見通し 
                                            

（単位：千人） 

項目 
平成２９年度 

（実績） 

平成３０年度

（実績） 

令和元年度 

（実績） 

令和２年度 

（実績） 

令和３年度 

（実績） 

定期外 97,907 98,874 97,767 60,666 65,937 

定

期 

通勤 103,223 103,530 104,493 91,510 86,822 

通学 37,345 37,418 37,186 25,983 30,044 

計 140,568 140,948 141,679 117,493 116,866 

合計 238,475 239,822 239,446 178,159 182,803 

前年比 － ＋0.6％ ▲0.2％ ▲25.6％ ＋2.6％ 

                         

（単位：千人） 

項目 
令和４年度 

（推定） 

令和５年度

（推定） 

令和６年度 

（推定） 

令和７年度 

（推定） 

令和８年度 

（推定） 

定期外 77,628 85,117 85,695 87,644 86,153 

定

期 

通勤 95,180 96,415 97,173 98,046 98,679 

通学 35,139 36,837 36,682 36,602 36,523 

計 130,319 133,252 133,855 134,648 135,202 

合計 207,947 218,369 219,550 222,292 221,355 

前年比 ＋13.8％ ＋5.0％ ＋0.5％ ＋1.2％ ▲0.4％ 
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○設備投資実績と計画 

                                 （単位：億円） 

項目 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績 実績 実績 計画 

安全 ９１ ６３ ７３ ６５ 

サービス改善 ２３ １０ １５ ３２ 

輸送力増強 ２３ ８ １０ １１ 

合計 １３８ ８２ ９８ １０８ 

（単位：億円） 

項目 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画 計画 計画 計画 

安全 ５６ ８５ ８８ ９０ 

サービス改善 ３１ ２０ １６ １４ 

輸送力増強 １６ ２２ ２７ ２５ 

合計 １０３ １２７ １３１ １２９ 
※端数処理のため、各項目の計と合計が一致しない場合がある 
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○利用者サービスの向上策 
 

令和５年度から令和８年度までの総投資額として４９０億円を計

画しており、その主な内容は次のとおりである。 

①  安全対策 

（令和５年度～令和８年度の投資額計：３２０億円） 

 ア．車両新造、更新 １４６億円 

・６０００系車両（導入：昭和３７～４４年度）をはじめ一

般車両を順次新型車両に置き換え、新型車両には車内防犯カ

メラを設置するとともに、バリアフリーガイドラインに沿っ

た車内の旅客案内表示器を整備する。 

・令和５年度で更新が終了する９０００系車両（導入：昭和５

９～６２年度）に続き１０００系車両（導入：平成３～１３

年度）を令和６年度から順次、床下機器のリニューアル工事

を実施する。 

・２０００系車両（導入：平成元～９年度）をワンマン改造し、

支線で運用している２２００系車両（導入：昭和４４～４７

年度）と置き換えを進める。 

・令和７年度を目標に高野線に新型観光特急の導入を計画 

イ．連続立体交差事業 ２９億円 

 ・南海線高石市内、堺市内及び高野線堺市内の連立事業を着実

に進める。 



 

18 
 

ウ．鉄道構造物耐震補強 １５億円 

 ・高架橋柱の耐震補強工事を進める。 

エ．自然災害対策 １０億円 

 ・河川橋梁の洗掘防止対策、法面補強工事 

オ．踏切の安全性向上 ５億円 

・障害物の検知性能に優れた平面式踏切障害物検知装置への

更新並びに踏切支障報知装置等の設置を進める。 

  カ．その他１１５億円 

（閉塞装置更新、電子連動装置更新等） 

 

②  サービス改善 

（令和５年度～令和８年度の投資額計：８１億円） 

  ア．バリアフリー工事 ２１億円 

・中百舌鳥駅へのホームドア設置を進めるほか、エレベータ

ーの設置、ホームの隙間段差縮小工事を実施する。 

  イ．駅総合案内センターの新設 ８億円 

   ・係員不在時の旅客案内時に使用するインターホンを更新し

モニター画面およびカメラを新たに搭載することで、聴覚障

害者の方との筆談等を可能にするとともに、遠隔操作による

案内業務を一元管理し効率化を図る。 

  ウ．駅トイレリニューアル ８億円 
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   ・大便器の洋式化や温水洗浄便座への更新、ベビーチェアやベ

ビーシートの設置といった駅トイレのリニューアル工事を進

める。 

  エ．自動運転実証実験 ５億円 

・自動化レベル GｏA２．５（前頭運転台に運転士以外の係員

が乗務）による自動運転化を実現すべく実証実験を進める。 

  オ．その他３９億円 

（行先案内表示装置更新、既設エレベーター更新等） 

 

③  輸送力増強 

（令和４年度～令和８年度の投資額計：９０億円） 

ア．変電施設の更新 ６１億円 

 ・老朽化した変電施設の更新にあわせて装置の二重化を行い

輸送の安定化を図る。 

イ．次世代駅務機器の導入 ３億円 

 ・クレジットカードやスマートフォンなどでの利用に対応し

た改札機の整備を進める。 

ウ．その他２６億円（駅務システム更新等） 
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○他社運賃との比較 
（普通運賃 １～７０キロ）  

 

※
大
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ロ
、
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急
、
阪
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、

京
阪

は
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リ
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（通勤定期旅客運賃 １～７０キロ） 

  ※
大
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京
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※
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間
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リ
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フ
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ー
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制
度

適
用
運

賃
を

記
載
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（通学定期旅客運賃 １～７０キロ） 
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（競合区間での他社との比較） 

 

区間 種別 

南海電気鉄道 競合 

現行（円） 申請（円） 
社名 

現行（円） 
区間 

難波 

～ 

三国ヶ丘  

普通 340 ※3  350 

※1 

JR 西日本 

JR 難波 

～ 

三国ヶ丘 

230 

通勤定期 11,790 13,320 6,900 

通学定期 4,960 5,190 5,730 

難波 

～ 

羽衣  

普通 380 420 

※1 

JR 西日本 

JR 難波 

～ 

東羽衣 

410 

通勤定期 14,100 15,840 12,180 

通学定期 5,490 5,770 7,610 

難波 

～ 

りんくうタウン 

普通 780 820 

 

JR 西日本 

JR 難波 

～ 

りんくうタウン 

930 

通勤定期 26,870 28,910 26,800 

通学定期 7,880 8,080 13,470 

難波 

～ 

関西空港  

普通 930 970 

 

JR 西日本 

JR 難波 

～ 

関西空港 

1,080 

通勤定期 32,510 34,640 30,890 

通学定期 10,210 10,390 17,470 

難波 

～ 

和歌山市  

普通 930 970 

※1 

JR 西日本 

JR 難波 

～ 

和歌山 

1,110 

通勤定期 26,250 28,400 29,760 

通学定期 6,620 6,770 14,640  

難波 

～ 

中百舌鳥  

普通 340 ※3  350 

※2 

Osaka Metro 

なんば 

～ 

なかもず 

340 

通勤定期 12,980 14,580 11,830 

通学定期 5,280 5,510 4,980 

 

※1 西日本旅客鉄道が 2022 年 8 月 19 日付けで発表した 2023 年 4 月 1 日から適用予定の普通旅客

運賃および通勤定期旅客運賃を記載 

※2 大阪市高速電気軌道が 2022 年 8 月 26 日付けで発表した 2023 年 4 月 1 日から適用予定の普通

旅客運賃および通勤定期旅客運賃を記載 

※3 普通旅客運賃のみ特定運賃を適用予定 
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区間 種別 

南海電気鉄道 競合 

現行（円） 申請（円） 
社名 

現行（円） 
区間 

新今宮 

～ 

三国ヶ丘 

普通 260 290 

※1 

JR 西日本 

新今宮 

～ 

三国ヶ丘 

230 

通勤定期 11,150 12,690 6,900 

通学定期 4,750 5,030 5,470 

新今宮 

～ 

羽衣 

普通 340 370 

※1 

JR 西日本 

新今宮 

～ 

東羽衣 

320 

通勤定期 13,570 15,210 9,540 

通学定期 5,390 5,640 7,200 

新今宮 

～ 

りんくうタウン 

普通 740 780 
 

 

 

JR 西日本 

新今宮 

～ 

りんくうタウン 

930 

通勤定期 26,610 28,660 26,160 

通学定期 7,860 8,060 12,980 

新今宮 

～ 

関西空港  

普通 930 970 
 

 

 

JR 西日本 

新今宮 

～ 

関西空港 

1,080 

通勤定期 32,390 34,480 29,900 

通学定期 10,190 10,370 16,630 

新今宮 

～ 

和歌山市  

普通 890 930 

※1 

JR 西日本 

新今宮 

～ 

和歌山 

1,110 

通勤定期 26,020 28,180 28,840 

通学定期 6,600 6,750 14,210 

新今宮 

～ 

河内長野  

普通 500 540 

※4 

近鉄 

大阪阿部野橋 

～ 

河内長野 

680 

通勤定期 19,120 21,190 23,050 

通学定期 5,970 6,210 5,700 

 

※１ 西日本旅客鉄道が 2022 年 8 月 19 日付けで発表した 2023 年 4 月 1 日から適用予定の普通旅客

運賃および通勤定期旅客運賃を記載 

※４ 近畿日本鉄道が 2022 年 4 月 15 日付けで発表した 2023 年 4 月 1 日から適用予定の普通旅客運

賃および通勤・通学定期旅客運賃を記載 
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２．会社の概要等について 
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南海電気鉄道株式会社の概要 

 

１．会社概要 

（１）設 立：大正１４（１９２５）年３月２６日 

（２）会 社 名：南海電気鉄道株式会社 

（３）代 表 者：代表取締役社長 遠北
あ ち き た

 光彦
て る ひ こ

 

（４）所 在 地：大阪市中央区難波五丁目１番６０号 

（５）従業員数：２,９３６人（令和４年３月３１日時点） 

（６）営業キロ：１５４.８km 

（うち鉄道線 １５４.０㎞、うち鋼索線 ０.８㎞） 

（７）資 本 金：７２９億８,３６５万円 

（８）事業内容：鉄道事業、開発関連及び付帯事業 

 

２．輸送人員、運賃収入の推移 

（単位：千人、百万円） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

輸送 

人員 

定 期 １４１,６８０ １１７,４９４ １１６,８６７ 

定期外 ９７,７７４ ６０,６７０ ６５,９４１ 

計 ２３９,４５４ １７８,１６４ １８２,８０８ 

運賃 

収入 

定 期 ２２,５３８ １８,５３４ １８,４７８ 

定期外 ３２,７５１ １７,６１４ １９,４８６ 

計 ５５,２８９ ３６,１４８ ３７,９６４ 

※鋼索線を含む。 
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３．経常損益等の推移（単体） 

（単位：億円） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

営業収益 １，０４５ ７７７ ８２０ 

営業損益 ２２０ １６ ３５ 

経常損益 １９４ -３１ ４ 

当期純損益 １３６ -１７ -２ 
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〇南海電気鉄道の路線図 
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３．南海電気鉄道の事業計画等について 
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○南海電気鉄道の事業計画等について 
令和４年３月３１日に公表した南海電鉄グループ「共創１４０計

画」において、事業戦略のひとつとして、「公共交通事業のサステナ

ブルな経営」を掲げている。 

激甚化する自然災害への対策等、安全・安定輸送を阻害するリス

クの低減・解消するための計画的な設備投資の実行や、デジタルテ

クノロジーを活用した新しい枠組みの構築とブランド向上施策等

による業務効率化と収益構造の変革、中期的な既存の鉄道事業・バ

ス事業等の再構築によるラストワンマイルまでの多彩なサービス

を提供する「総合モビリティ事業」への進化を目指していくことに

より、「公共交通事業のサステナブルな経営」を具現化し、延いては

「南海グループ経営ビジョン 2027」に掲げる「良質で親しまれる交

通サービスの提供」の達成を目指すこととしている。 
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令和４年３月３１日公表 「共創１４０計画」資料より抜粋 

 

 

 



 

32 
 

 

※グループの交通事業を含む総投資額 

※ 
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